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(57)【要約】
【課題】本発明は、コネクタと蓄電素子との不完全な接
続状態を容易に検出することのできる技術を提供する。
【解決手段】蓄電素子１１を複数個並べてなる蓄電素子
群１２に取り付けられる配線モジュール１３であって、
蓄電素子１１に接続されて蓄電素子１１の状態を検出す
る検出端子２１を備えたコネクタ１８と、検出端子２１
と蓄電素子１１とが接続される接続位置にコネクタ１８
を保持する樹脂プロテクタ２３と、樹脂プロテクタ２３
に取り付けられてコネクタ１８を覆うと共に、コネクタ
１８が接続位置に収容された状態ではコネクタ１８に干
渉せず、コネクタ１８が接続位置に収容されていない状
態ではコネクタ１８に干渉する接続検知部５４を備えた
カバー４４と、を備える。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　蓄電素子を複数個並べてなる蓄電素子群に取り付けられる配線モジュールであって、
　前記蓄電素子に接続されて前記蓄電素子の状態を検出する検出端子を備えたコネクタと
、
　前記検出端子と前記蓄電素子とが接続される接続位置に前記コネクタを収容する樹脂プ
ロテクタと、
　前記樹脂プロテクタに取り付けられて前記コネクタを覆うと共に、前記コネクタが前記
接続位置に収容された状態では前記コネクタに干渉せず、前記コネクタが前記接続位置に
収容されていない状態では前記コネクタに干渉する接続検知部を備えたカバーと、
　を備えた配線モジュール。
【請求項２】
　前記樹脂プロテクタはカバーロック部を備え、前記カバーは前記カバーロック部と弾性
的に係止するカバーロック受け部を備え、
　前記接続検知部は、前記コネクタが前記接続位置に収容された状態では前記コネクタに
干渉しないことにより前記カバーロック部と前記カバーロック受け部とが係止することを
許容し、前記コネクタが前記接続位置に収容されていない状態では、前記コネクタに干渉
することにより前記カバーロック部と前記カバーロック受け部とが係止することを許容し
ない請求項１に記載の配線モジュール。
【請求項３】
　前記接続検知部は、前記コネクタと対応する位置において前記コネクタに向かって突出
する形状である請求項１または請求項２に記載の配線モジュール。
【請求項４】
　前記樹脂プロテクタは、前記コネクタを、前記検出端子と前記蓄電素子とが離間した非
接続位置に収容する請求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載の配線モジュール。
【請求項５】
　前記接続検知部は前記カバーに一体に形成されている請求項１ないし請求項４のいずれ
か一項に記載の配線モジュール。
【請求項６】
　前記検出端子は前記蓄電素子の電圧を検知するものである請求項１ないし請求項５のい
ずれか一項に記載の配線モジュール。
【請求項７】
　前記蓄電素子は電極端子を有し、
　前記樹脂プロテクタには、一の蓄電素子の電極端子と他の蓄電素子の電極端子とを接続
するバスバーが収容されている請求項１ないし請求項６のいずれか一項に記載の配線モジ
ュール。
【請求項８】
　前記樹脂プロテクタには前記コネクタを抜止状態で収容する抜け止め部が設けられてい
る請求項１ないし請求項７のいずれか一項に記載の配線モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の蓄電素子が並べられた蓄電素子群に取り付けられる配線モジュールに
関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば電気自動車やハイブリッド車両に搭載される蓄電モジュールは、一般に、多数の
蓄電素子を、バスバーを介して電気的に接続することにより構成されている。
【０００３】
　このような蓄電モジュールは、例えば、蓄電素子群の状態（電圧や温度等）を検出する
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ための端子や、当該端子とＥＣＵ等のコントローラとを接続する電線を備える（例えば特
許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－９１００３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１においては、電線が圧着された検出端子が、蓄電素子間を接続するバス
バーとともに電極端子にボルト締めされており、これにより、検出端子は、電線を介して
、蓄電素子を制御するＥＣＵ等のコントローラに電気的に接続される。
【０００６】
　ところで、検出端子と蓄電素子とを接続する方法としては、蓄電素子の電極端子へのボ
ルト締めの他に、検出端子をコネクタに配し、このコネクタによって検出端子と蓄電素子
とを電気的に接続することが考えられる。
【０００７】
　しかしながら、複数の蓄電素子を備えた蓄電素子群において複数コネクタを用いる場合
、全てのコネクタが完全に接続されているかを確認するのは手間がかかる。
【０００８】
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、コネクタと蓄電素子と
の不完全な接続状態を容易に検出することのできる技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、蓄電素子を複数個並べてなる蓄電素子群に取り付けられる配線モジュールで
あって、前記蓄電素子に接続されて前記蓄電素子の状態を検出する検出端子を備えたコネ
クタと、前記検出端子と前記蓄電素子とが接続される接続位置に前記コネクタを収容する
樹脂プロテクタと、前記樹脂プロテクタに取り付けられて前記コネクタを覆うと共に、前
記コネクタが前記接続位置に収容された状態では前記コネクタに干渉せず、前記コネクタ
が前記接続位置に収容されていない状態では前記コネクタに干渉する接続検知部を備えた
カバーと、を備える。
【００１０】
　本発明によれば、コネクタが接続位置に収容されていない場合には、接続検知部がコネ
クタに干渉するので、コネクタと蓄電素子との不完全な接続状態を検知することができる
。
【００１１】
　本発明の実施態様としては以下の態様が好ましい。前記樹脂プロテクタはカバーロック
部を備え、前記カバーは前記カバーロック部と弾性的に係止するカバーロック受け部を備
え、前記接続検知部は、前記コネクタが前記接続位置に収容された状態では前記コネクタ
に干渉しないことにより前記カバーロック部と前記カバーロック受け部とが係止すること
を許容し、前記コネクタが前記接続位置に収容されていない状態では、前記コネクタに干
渉することにより前記カバーロック部と前記カバーロック受け部とが係止することを許容
しない。
【００１２】
　上記の態様によれば、カバーロック部と、ロック受け部とが係止しないことにより、コ
ネクタと蓄電素子との不完全な接続状態を確実に検知することができる。
【００１３】
　前記接続検知部は、前記コネクタと対応する位置において前記コネクタに向かって突出
する形状であることが好ましい。
【００１４】
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　上記の構成によれば、コネクタと蓄電素子との不完全な接続状態において、接続検知部
がコネクタに確実に干渉するようになっている。これにより、コネクタと蓄電素子との不
完全な接続状態を確実に検知することができる。
【００１５】
　前記樹脂プロテクタは、前記コネクタを、前記検出端子と前記蓄電素子とが離間した非
接続位置に収容することが好ましい。
【００１６】
　上記の態様によれば、まず、コネクタを樹脂プロテクタに対して非接続位置に収容する
。次に、配線モジュールを単電池群に取り付ける。その後、コネクタを接続位置に収容さ
せることにより、コネクタと蓄電素子とを接続する。このように、本態様によれば、樹脂
プロテクタを単電池群に取り付ける前の状態において、コネクタを樹脂プロテクタの非接
続位置に収容することができるので、コネクタが樹脂プロテクタに収容されない場合に比
べて、配線モジュールと単電池群との取り付け作業の効率を向上させることができる。
【００１７】
　前記接続検知部は前記カバーに一体に形成されていることが好ましい。
【００１８】
　上記の態様によれば、配線モジュールの部品点数を削減することができる。
【００１９】
　前記検出端子は前記蓄電素子の電圧を検知するものであることが好ましい。
【００２０】
　上記の態様によれば、検出端子によって蓄電素子の電圧を検知することができる。
【００２１】
　前記蓄電素子は電極端子を有し、前記樹脂プロテクタには、一の蓄電素子の電極端子と
他の蓄電素子の電極端子とを接続するバスバーが収容されていることが好ましい。
【００２２】
　上記の態様によれば、蓄電素子群に配線モジュールを取り付けることにより、複数の蓄
電素子同士を電気的に接続することができる。
【００２３】
　前記樹脂プロテクタには前記コネクタを抜止状態で収容する抜け止め部が設けられてい
ることが好ましい。
【００２４】
　上記の態様によれば、コネクタが接続位置と異なる位置に収容されている場合に、コネ
クタを抜け止め状態に保持できる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、コネクタと蓄電素子との不完全な接続状態を容易に検出することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】図１は本発明の実施形態１に係る蓄電素子群を示す平面図である。
【図２】図２は蓄電モジュールを示す平面図である。
【図３】図３は蓄電素子を示す側面図である。
【図４】図４は配線モジュールを示す平面図である。
【図５】図５はカバーが取り付けられる前の状態の蓄電モジュールについて、図４におけ
るＶ－Ｖ線に相当する位置で切断した断面図である。
【図６】図６は接続検知部がコネクタに干渉した状態を示す断面図である。
【図７】図７はカバーを示す平面図である。
【図８】図８は蓄電モジュールを示す断面図である。
【図９】図９はカバーの貫通孔にカバー係止部を挿通される工程を示す断面図である。
【図１０】図１０はカバーロック部とカバーロック受け部とを係合させる工程を示す断面
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図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　＜実施形態１＞
　本発明の実施形態１を、図１ないし図１０を参照しつつ説明する。本実施形態に係る蓄
電モジュール１０は、電気自動車又はハイブリッド自動車等の車両（図示せず）に搭載さ
れて、車両を駆動するための電源として使用される。
【００２８】
　蓄電モジュール１０は、複数（本実施形態では１０個）の蓄電素子１１を並べてなる蓄
電素子群１２を有し（図１参照）、蓄電素子群１２には配線モジュール１３が取り付けら
れている（図２参照）。以下の説明において、複数の同一部材については、一の部材に符
号を付し、他の部材については符号を省略することがある。また、以下の説明においては
、図３における上方を上方とし、下方を下方として説明する。また、図３における左方を
左方とし、右方を右方として説明する。
【００２９】
　（蓄電素子１１）
　図１に示すように蓄電素子１１は扁平な略直方体形状をなしている。図３に示すように
蓄電素子１１の上面には一対の電極端子１４，１４が突出して形成されている。一対の電
極端子１４，１４の一方は正極であり、他方は負極である。一対の電極端子１４，１４は
同形同大である。各電極端子１４の上面には下方に延びるボルト孔１５が形成されている
。ボルト孔１５の内部にはねじ山が形成されており、ボルト１６が螺合されるようになっ
ている。複数の蓄電素子１１は、隣り合う電極端子１４が異なる極性となるように配置さ
れている。本実施形態に係る蓄電素子１１は蓄電池であって、その内部には、複数（本実
施形態では４つ）の単電池（図示せず）が電気的に接続された状態で収容されている。
【００３０】
　図１及び図３に示すように、一対の電極端子１４，１４の間には、上方が開口した筒状
のフード部１７が設けられている。フード部１７の外壁には、コネクタ１８に係止するコ
ネクタロック部１９が突出して形成されている。
【００３１】
　図１に示すように、フード部１７内には、４つの電圧出力端子２０がフード部１７内に
突出して配されている。各電圧出力端子２０は、蓄電素子１１内に収容された各単電池と
電気的に接続されている。電圧出力端子２０は、コネクタ１８に収容された検出端子２１
と電気的に接続されるようになっている。
【００３２】
　（配線モジュール１３）
　図４に示すように、配線モジュール１３は、隣り合う蓄電素子１１の正極の電極端子１
４および負極の電極端子１４に接続される金属製の複数のバスバー２２と、バスバー２２
が収容された合成樹脂製の樹脂プロテクタ２３と、を備える。
【００３３】
　（バスバー２２）
　バスバー２２は、銅、銅合金、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、アルミニウム、アルミニウム
合金等の金属からなる板材を所定の形状にプレス加工することにより形成され、全体とし
て略長方形状をなしている。バスバー２２の表面には、スズ、ニッケル等の金属がメッキ
されていてもよい。バスバー２２には、ボルト１６が挿通される一対の挿通孔２４，２４
が、バスバー２２を貫通して形成されている。挿通孔２４は上方から見て略円形状をなし
ている。
【００３４】
　図５に示すように、挿通孔２４の内径は、電極端子１４のボルト孔１５の内径よりも若
干大きく設定されている。ボルト１６が挿通孔２４内に挿通されると共に電極端子１４の
ボルト孔１５に螺合されて、ボルト１６の頭部と電極端子１４との間にバスバー２２が挟



(6) JP 2014-149984 A 2014.8.21

10

20

30

40

50

まれることにより、電極端子１４とバスバー２２とが電気的に接続されるようになってい
る。
【００３５】
　（樹脂プロテクタ２３）
　樹脂プロテクタ２３は、複数の連結ユニットを連結してなり、図４に示すように、蓄電
素子１１の並び方向（図４における左右方向）に細長い形状をなしている。
【００３６】
　樹脂プロテクタ２３には、バスバー２２が収容される複数のバスバー収容部２５が、樹
脂プロテクタ２３の長手方向に沿って並んで形成されている。複数のバスバー収容部２５
は２列に並んで設けられている。バスバー収容部２５の上面（蓄電素子１１と反対側の側
面）には上方（蓄電素子１１と反対方向）に開口する開口部２６を備える。バスバー収容
部２５の内面には、内方に突出すると共にバスバー２２が上方に抜けるのを防止する複数
のバスバー係止爪２７が形成されている。
【００３７】
　２つのバスバー収容部２５の列の間には、複数のコネクタ収容部２８が、樹脂プロテク
タ２３の長手方向に並んで設けられている。コネクタ収容部２８内にはコネクタ１８が収
容されるようになっている。コネクタ収容部２８は、コネクタ１８の外周に沿った形状を
なしている。コネクタ収容部２８の上端部には、コネクタ収容部２８内に保持されたコネ
クタ１８が上方に外れることを抑制する抜け止め部２９が形成されている。
【００３８】
　コネクタ収容部２８と各バスバー収容部２５の間にはそれぞれ電線収容溝３０が設けら
れている。本実施形態では、コネクタ収容部２８の左方及び右方のそれぞれに、電線収容
溝３０が設けられている。電線収容溝３０内には、複数の電線３１が収容される。これら
の電線３１は、コネクタ収容部２８に保持されるコネクタ１８から導出される。電線収容
溝３０の側壁の上端縁には、電線収容溝３０から電線３１のはみ出しを規制する電線保持
部３２が、一方の側壁から他方の側壁に架け渡されるように設けられている。電線保持部
３２は、隣り合うバスバー収容部２５の間に位置して設けられている。
【００３９】
　（コネクタ１８）
　コネクタ収容部２８に保持されるコネクタ１８は合成樹脂製であって、略直方体形状を
なしている。コネクタ１８には、フード部１７に形成されたコネクタロック部１９に係止
するコネクタロック受け部３３が形成されている。また、コネクタ１８には、４つの検出
端子２１が収容されている。
【００４０】
　図５に示すように、コネクタ１８は、検出端子２１が収容されるタワー部３４を備える
。タワー部３４には複数のキャビティ３５が横並びに形成されており、キャビティ３５内
に検出端子２１が収容されている。キャビティ３５内には、内方に突出する撓み変形可能
なランス３６が形成されている。ランス３６が検出端子２１に弾性的に係合することによ
り検出端子２１がキャビティ３５から外れることが抑制されるようになっている。
【００４１】
　コネクタ１８にはタワー部３４の外周を囲むように覆い壁３７が形成されている。タワ
ー部３４はフード部１７の内部に嵌合するようになっている。タワー部３４と覆い壁３７
との間には、フード部１７が受け入れられる隙間３８が形成されている。
【００４２】
　コネクタ１８に収容されている検出端子２１は所謂雌型の検出端子２１であり、上端部
には電線３１が接続されるバレル部３９が形成され、下端部には筒状をなすと共に単電池
の電圧出力端子２０と接続可能な接続筒部４０が形成されている。
【００４３】
　バレル部３９が電線３１の端末に圧着されることにより、電線３１と検出端子２１とが
電気的に接続される。また、接続筒部４０の内部には、図示しない弾性接触片が形成され
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ており、弾性接触片と電圧出力端子２０とが接触することにより単電池とコネクタ１８の
検出端子２１とが電気的に接続されるようになっている。
【００４４】
　検出端子２１は、蓄電素子１１に収容された各単電池の状態を検出するものであって、
本実施形態においては単電池の電圧を検出する。検出端子２１に接続された電線３１は、
コネクタ１８の上面から外側に導出され、例えばＥＣＵなどのようなコントロールユニッ
ト（図示せず）に接続されている。電線３１は、コネクタ１８のうちコネクタロック受け
部３３が形成された側縁と反対側の側縁に配索されて、コネクタロック受け部３３とは反
対側に設けられた電線収容溝３０に配される。
【００４５】
　コネクタ１８は、樹脂プロテクタ２３のコネクタ収容部２８内に、上下方向に移動可能
に収容される。具体的には、コネクタ１８は、コネクタ収容部２８において、電圧出力端
子２０に接続されていない非接続位置（例えば図６に示す位置）から、検出端子２１と電
圧出力端子２０とを電気的に接続するとともに蓄電素子１１に係止される接続位置（図５
に示す位置）に移動可能に収容されている。非接続位置においては、コネクタ１８が樹脂
プロテクタ２３から抜け出さないように保持された状態で、検出端子２１と電圧出力端子
２０とは非接触状態となっている。また、接続位置においては、検出端子２１と電圧出力
端子２０とが接触状態であるとともに、蓄電素子１１のコネクタロック部１９とコネクタ
１８のコネクタロック受け部３３とが弾性的に係止することによりコネクタ１８がフード
部１７に抜け止め状態で保持されている。
【００４６】
　図４及び図５に示すように、樹脂プロテクタ２３の長手方向に延びる側縁のうち、一の
側縁には、樹脂プロテクタ２３の長手方向に延びると共に複数の電線３１が収容される外
部電線収容溝４１が形成されている。外部電線収容溝４１に収容される外部電線４２は、
樹脂プロテクタ２３とは異なる部材（図示せず）に接続されている。外部電線収容溝４１
の側壁の上端部にはヒンジを介して蓋部４３が形成されている。この蓋部４３が閉じられ
ることにより、外部電線収容溝４１に収容された外部電線４２が上方から覆われるように
なっている。
【００４７】
　（カバー４４）
　図２に示すように、樹脂プロテクタ２３の上側（蓄電素子群１２と反対側）には、絶縁
性の合成樹脂からなるカバー４４が取り付けられる。このカバー４４により、開口部２６
等が覆われることにより、バスバー２２、電線３１、及びコネクタ１８が上方から覆われ
るようになっている。図７に示すように、カバー４４は細長い略長方形状の薄板状に形成
されている。カバー４４の長手方向に延びる一対の側縁のうち、一の側縁には、樹脂プロ
テクタ２３の側壁に形成されたカバーロック部４５に対応する位置に、カバーロック部４
５と弾性的に係止するカバーロック受け部４６が形成されている。図８に示すように、カ
バーロック部４５は樹脂プロテクタ２３の側壁（開口部２６の開口方向と交差する側壁）
の外面から外方に突出して形成されている。また、カバーロック受け部４６は、カバー４
４の側縁から垂下して形成されて、カバーロック部４５に対して下方から係止することに
より、カバー４４が上方に外れることを抑制するようになっている。
【００４８】
　図８に示すように、カバー４４は、左右方向の中央付近が上方に膨出した膨出部４７と
されている。膨出部４７とカバー４４の左右両端部との間は、段差状に形成されており、
カバー４４の板厚方向に屈曲する屈曲部４８とされる。
【００４９】
　図８に示すように、右側の屈曲部４８にはカバー４４を貫通する貫通孔４９が形成され
ている。この貫通孔４９の内部に、樹脂プロテクタ２３の上面（開口部２６が形成された
面）に設けられたカバー係止部５０が挿通されるようになっている。カバー係止部５０は
、樹脂プロテクタ２３の上面から上方（開口部２６の開口方向）に突出する基部５１と、
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この基部５１の上端部からカバーロック部４５から離間する方向（開口部２６の開口方向
と交差する方向）に突出して延びる突出部５２と、を備える。本実施形態においては、突
出部５２は樹脂プロテクタ２３の長手方向と直交する方向に延びて形成されている。貫通
孔４９の孔縁部は、貫通孔４９内にカバー係止部５０が挿通された状態で、カバー係止部
５０と係止するカバー係止受け部５３とされる。
【００５０】
　（接続検知部５４）
　図８に示すように、カバー４４には、カバー４４が樹脂プロテクタ２３に取り付けられ
た状態において、コネクタ１８に対応する位置に、コネクタ１８に向かって突出する形状
をなす接続検知部５４が、カバー４４と一体に形成されている。この接続検知部５４は、
コネクタ１８がコネクタ収容部２８内において接続位置に収容されている状態ではコネク
タ１８に干渉しないようになっている。また、接続検知部５４は、コネクタ１８がコネク
タ収容部２８内において接続位置に収容されていない状態ではコネクタ１８に上方から当
接して干渉するようになっている。なお、コネクタ１８が接続位置に収容されていない状
態とは、蓄電素子１１の電圧出力端子２０と、コネクタ１８の検出端子２１とが電気的に
接続されていない状態を含むと共に、図６に示すように、コネクタ１８のコネクタロック
受け部３３が蓄電素子１１のコネクタロック部１９に係止されていない状態も含む。
【００５１】
　図７に示すように、接続検知部５４は、上方から見て略Ｃ字状に形成されている。接続
検知部５４は、カバー４４の長手方向に沿って延びる比較的に長尺に形成された長尺部５
５と、長尺部５５の両端部から長手方向と交差する方向（左方又は右方）に延出された比
較的に短尺に形成された短尺部５６と、を備える。短尺部５６により、長尺部５５が撓み
変形することが抑制されるようになっている。図２及び図８に示すように、長尺部５５は
コネクタ１８のうちもっとも上方に突出した部分に上方から当接するようになっている。
【００５２】
　図８には、コネクタ１８がコネクタ収容部２８内において接続位置に収容された状態、
すなわち、コネクタ１８の正規嵌合状態を示す。コネクタ１８が接続位置に収容された状
態においては、接続検知部５４はコネクタ１８の上端部と干渉しないようになっている。
これにより、カバーロック部４５とカバーロック受け部４６との係止が許容され、カバー
４４は樹脂プロテクタ２３に取り付けることができる。
【００５３】
　一方、図６には、コネクタ１８がコネクタ収容部２８内において接続位置に収容されて
いない状態、すなわち、コネクタ１８の半嵌合状態を示す。コネクタ１８が半嵌合状態に
ある場合、接続検知部５４はコネクタ１８の上端部に上方から当接して干渉するようにな
っている。これにより、カバーロック部４５がカバーロック受け部４６に対応する位置に
まで移動することができず、カバーロック部４５とカバーロック受け部４６との係止が許
容されないようになっている。この結果、カバー４４を樹脂プロテクタ２３に取り付ける
ことができないので、コネクタ１８が半嵌合状態にあることを容易に検知することができ
るようになっている。
【００５４】
　（本実施形態の作用、効果）
　続いて、本実施形態の作用、効果について説明する。まず、本実施形態に係る配線モジ
ュール１３の組み付け工程の一例について説明する。なお、配線モジュール１３の組み付
け工程は以下の記載に限定されない。
【００５５】
　まず、バスバー２２を樹脂プロテクタ２３のバスバー収容部２５内に収容する。すると
、バスバー２２はバスバー係止爪２７により抜け止め状態でバスバー収容部２５内に保持
される。
【００５６】
　次に、電線３１に接続された検出端子２１をコネクタ１８のキャビティ３５に収容する
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。続いて、コネクタ１８をコネクタ収容部２８に上方から嵌めこむ。コネクタ１８をコネ
クタ収容部２８に嵌め込むと、コネクタ収容部２８の抜け止め部２９により、コネクタ１
８が上方に抜け止めされる。
【００５７】
　次に、コネクタ１８から導出された電線３１を電線収容溝３０に収容する。電線３１を
収容する際には、その電線３１が接続されているコネクタ１８のコネクタロック受け部３
３とは反対側に形成された電線収容溝３０に収容する。
【００５８】
　続いて、複数の蓄電素子１１を、隣り合う電極端子１４が異なる極性となるように並べ
て蓄電素子群１２を形成する。次に、バスバー２２及びコネクタ１８を配設した配線モジ
ュール１３を、バスバー２２の挿通孔２４を電極端子１４の位置に合わせて、蓄電素子１
１の電極端子１４が形成されている面に被せ付ける。すると、コネクタ収容部２８内に蓄
電素子１１のフード部１７が配される。
【００５９】
　次に、各バスバー２２に挿通された電極端子１４のねじ孔に電池接続用のボルト１６を
螺合する。全てのボルト１６を螺合した後、各コネクタ１８を下方に押し込む。コネクタ
１８を押し込む前においては、検出端子２１と電圧出力端子２０とは接触しておらず、非
接続状態である。コネクタ１８を押しこむと、タワー部３４がフード部１７内に嵌入する
と共に、フード部１７がタワー部３４と覆い壁３７との隙間３８に受け入れられる。コネ
クタ１８を、コネクタロック受け部３３とコネクタロック部１９とが当接する位置まで押
しこむと、コネクタロック受け部３３が外側方向に撓み変形する。
【００６０】
　さらにコネクタ１８を下方に押し込むと、コネクタ１８内の各検出端子２１の接続筒部
４０内に、対応する位置にある各電圧出力端子２０が受け入れられる。更にコネクタ１８
を押し込むと、コネクタロック受け部３３が弾性復帰して、コネクタ１８がフード部１７
（単電池）に対して係止される。その一方で、コネクタ１８の各検出端子２１の接続筒部
４０とフード部１７の電圧出力端子２０とが接触状態に至り、蓄電素子群１２と電圧検知
検出端子２１とが電気的に接続される。
【００６１】
　コネクタ１８を下方に押し込むことによりコネクタ１８と単電池との接続作業が終了す
ると、電線収容溝３０内に導入された電線３１は、電線保持部３２によって押さえられて
、電線収容溝３０から外れることが規制される（図５を参照）。
【００６２】
　続いて、配線モジュール１３の上面に、上方から（蓄電素子群１２と反対側から）カバ
ー４４を取り付ける。このとき、貫通孔４９内にカバー係止部５０を挿通させる（図９参
照）。その後、カバー４４を、左方にスライドさせて、カバーロック部４５に接近させる
（図１０参照）。すると、カバー係止部５０の基部５１が貫通孔４９の孔縁部に左方から
当接する。また、カバー係止部５０の突出部５２が、カバー４４に上方（開口部２６の開
口方向と反対方向）からカバー４４が上方に移動することを抑制する。
【００６３】
　次いで、カバーロック受け部４６を下方に移動させる。カバーロック受け部４６がカバ
ーロック受け部４６に上方から当接すると、カバーロック受け部４６が外方に弾性変形す
る。更にカバーロック受け部４６を下方に押し込むと、カバーロック受け部４６が復帰変
形し、カバーロック部４５とカバーロック受け部４６とが弾性的に係止する。このとき、
屈曲部４８がカバー４４の厚さ方向に屈曲することにより、カバーロック受け部４６を容
易に下方に移動させることができる。
【００６４】
　カバー４４が配線モジュール１３に取り付けられることにより、カバー４４は、バスバ
ー２２、電線３１、及びコネクタ１８を上方から覆うようになっている。これにより蓄電
モジュール１０が完成する。
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【００６５】
　さて、図８に示すように、コネクタ１８がコネクタ収容部２８に対して接続位置に保持
された状態では、カバー４４の接続検知部５４はコネクタ１８の上端部と干渉しないよう
になっている。これにより、接続検知部５４は、カバーロック部４５とカバーロック受け
部４６とが弾性的に係止することを許容するようになっている。
【００６６】
　一方、図６に示すように、コネクタ１８がコネクタ収容部２８内において接続位置に保
持されていない状態では、接続検知部５４はコネクタ１８の上端部に対して上方から当接
して干渉する。すると、カバーロック受け部４６を下方へ移動させようとしても、カバー
４４から下方へ突出した接続検知部５４により、カバーロック受け部４６をカバーロック
部４５に到達する位置にまで移動させることができないようになっている。このように、
接続検知部５４は、コネクタ１８がコネクタ収容部２８内において接続位置に保持されて
いない場合においては、カバーロック部４５とカバーロック受け部４６とが弾性的に係止
することを許容しないようになっている。これにより、コネクタ１８の半嵌合状態を検知
することができるようになっている。
【００６７】
　上記のように、本実施形態によれば、コネクタ１８が接続位置に保持されていない場合
には、接続検知部５４がコネクタ１８に干渉するので、コネクタ１８と蓄電素子１１との
不完全な接続状態を検知することができる。特に、複数のコネクタ１８が比較的に近接し
た状態で並んで配される場合に、本実施形態に係る構成は有効である。
【００６８】
　更に、本実施形態によれば、カバーロック部４５と、ロック受け部とが係止しないこと
により、コネクタ１８と蓄電素子１１との不完全な接続状態を確実に検知することができ
る。
【００６９】
　また、本実施形態によれば、接続検知部５４は、コネクタ１８と対応する位置において
コネクタ１８に向かって突出する形状とされる。これにより、コネクタ１８と蓄電素子１
１との不完全な接続状態において、接続検知部５４がコネクタ１８に確実に干渉するよう
になっている。これにより、コネクタ１８と蓄電素子１１との不完全な接続状態を確実に
検知することができる。
【００７０】
　また、本実施形態によれば、樹脂プロテクタ２３は、コネクタ１８を、検出端子２１と
蓄電素子１１とが離間した非接続位置に収容するようになっている。これにより、配線モ
ジュール１３と蓄電素子群１２との取り付け作業の効率を上げることができる。配線モジ
ュール１３と蓄電素子１１との取り付け作業は以下のように実行する。まず、コネクタ１
８を樹脂プロテクタ２３に対して非接続位置に収容し、次に、配線モジュール１３を単電
池群に取り付ける。その後、コネクタ１８を接続位置に収容させることにより、コネクタ
１８と蓄電素子１１とを接続する。このように、本実施形態によれば、樹脂プロテクタ２
３を単電池群に取り付ける前の状態において、コネクタ１８を樹脂プロテクタ２３の非接
続位置に収容することができるので、コネクタ１８が樹脂プロテクタ２３に仮保持されな
い場合に比べて、配線モジュール１３と単電池群との取り付け作業の効率を向上させるこ
とができる。
【００７１】
　また、本実施形態によれば、接続検知部５４はカバー４４に一体に形成されている。こ
れにより、配線モジュール１３の部品点数を削減することができる。
【００７２】
　また、本実施形態によれば、検出端子２１は蓄電素子１１の電圧を検知するものである
。これにより、検出端子２１によって蓄電素子１１の電圧を検知することができる。
【００７３】
　また、本実施形態によれば、蓄電素子１１は電極端子１４を有し、樹脂プロテクタ２３
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には、一の蓄電素子１１の電極端子１４と他の蓄電素子１１の電極端子１４とを接続する
バスバー２２が収容されている。これにより、蓄電素子群１２に配線モジュール１３を取
り付けることにより、複数の蓄電素子１１同士を電気的に接続することができる。
【００７４】
　また、本実施形態によれば、樹脂プロテクタ２３にはコネクタ１８を抜け止め状態に保
持する抜け止め部２９が設けられている。これにより、コネクタ１８が接続位置と異なる
位置に収容されている場合であっても、コネクタ１８をコネクタ収容部２８内に抜け止め
状態に保持できる。
【００７５】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるものではなく、例え
ば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。
【００７６】
　（１）本実施形態においては、カバー４４は樹脂プロテクタ２３に対して、カバー係止
部５０及びカバー係止受け部５３の係合と、カバーロック部４５及びカバーロック受け部
４６の係合により組み付けられる構成としたが、これに限られず、カバー４４と樹脂プロ
テクタ２３とはねじ止めされる構成としてもよい。
【００７７】
　（２）カバー４４を樹脂プロテクタ２３に組み付けることにより、接続検知部５４がコ
ネクタ１８を蓄電素子１１に押圧し、コネクタ１８が接続位置に移動して保持される構成
としてもよい。
【００７８】
　（３）本実施形態においては、接続検知部５４はカバー４４から蓄電素子１１に向かっ
て突出する形状をなす構成としたが、これに限られず、接続検知部５４は、コネクタ１８
に向かって突出する形状をなしていなくてもよい。
【００７９】
　（４）本実施形態においては、接続検知部５４はカバー４４に一体に形成される構成と
したが、これに限られず、接続検知部５４はカバー４４と別部品であってもよい。
【００８０】
　（５）本実施形態では、コネクタ１８から４つの電線３１が導出される構成としたが、
これに限られず、コネクタ１８からは、１つの電線３１が導出される構成としてもよく、
また、２つ、３つ、又は５つ以上の複数の電線３１が導出される構成としてもよい。
【００８１】
　（６）本実施形態に係る検出端子２１は蓄電素子１１の電圧を検出する構成としたが、
これに限られず、検出端子２１は、蓄電素子１１の電流を検出するもであってもよく、ま
た、蓄電素子１１の温度を検出する者であってもよく、必要に応じて蓄電素子１１の任意
の状態を検知する構成としてもよい。
【００８２】
　（７）複数の蓄電素子１１は並列に接続してもよい。
【００８３】
　（８）本実施形態においては、蓄電素子１１の電圧を検知する検出端子２１を電圧出力
端子２０に接続する構成としたが、これに限られず、例えば、蓄電素子１１の温度を検知
するための検出端子２１を蓄電素子１１の筐体に接続する構成としてもよい。
【００８４】
　（９）本実施形態においては、蓄電素子１１は蓄電池としたが、これに限られず、電気
二重層キャパシタ、リチウムイオンキャパシタ、レドックスキャパシタ等、必要に応じて
任意の蓄電素子１１を用いることができる。
【００８５】
　（１０）本実施形態においては、樹脂プロテクタ２３はバスバー２２を収容する構成と
したが、これに限られず、樹脂プロテクタ２３にはバスバー２２が収容されない構成とし
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り付ける構成としてもよい。
【００８６】
　（１１）本実施形態においては、１０個の蓄電素子１１を並べて蓄電素子群１２を形成
したが、これに限られず、２個～９個、又は１１個以上の蓄電素子１１を並べて蓄電素子
群１２を形成する構成としてもよい。
【００８７】
　（１２）接続検知部５４は、カバー４４と別体に形成されて、カバー４４のうちコネク
タ１８に対応する位置に組み付けられる構成としてもよい。
【００８８】
　（１３）本実施形態においては、接続検知部５４は、コネクタ１８が接続位置に保持さ
れていない状態ではコネクタロック部１９とコネクタロック受け部３３との係止を許容し
ない構成としたが、接続検知部５４は、コネクタ１８が接続位置に保持されていない状態
で、コネクタロック部１９とコネクタロック受け部３３との係止を許容する構成としても
よい。この場合、カバー４４が接続検知部５４に対応する部分で上方に膨出するように変
形することにより、コネクタ１８の半嵌合状態を検知することができる。
【符号の説明】
【００８９】
　１１：蓄電素子
　１２：蓄電素子群
　１３：配線モジュール
　１４：電極端子
　１８：コネクタ
　２１：検出端子
　２２：バスバー
　２３：樹脂プロテクタ
　２９：抜け止め部
　４４：カバー
　４５：カバーロック部
　４６：カバーロック受け部
　５４：接続検知部
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